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 結婚しやすく子育てしやすい環境の
整備 

  特に、多様な働き方を実現する雇用・ 
  賃金制度の見直し、正規・非正規の 
  格差是正、育児負担の軽減が重要。 
 (注)1990年当時の未婚率で推移していた場合には、 
    2010年の合計特殊出生率1.8 
 

 第二子、第三子を産み育てやすい 
  環境の整備 
  特に、第三子への傾斜給付や未就業 
  保育士の活用、男性のワークライフ 
  バランスなどが重要。 
 (注)主要先進国での合計特殊出生率の回復の例： 
         スウェーデン1999－2010年で＋0.5 
         アメリカ  1984－1990年で＋0.3 
         フランス 1995－2006年で＋0.3 
         イギリス 2002－2008年で＋0.3 

 
 
「子育てと仕事が両立できる環境を構築し、出生率（現在1.41）を2020～2030年にかけて早
期に人口置換水準（2.07）への回復を実現するとともに、世界一ビジネスしやすく働きやすい
環境づくりをする中で、労働参加率と生産性を高める。そうした結果、50年後においても、 
1億人程度の人口規模を維持する。」 
 

人口減少に歯止めをかけるための目標の明確化と取組 

掲げるべき目標 

少子化対策の重点課題 
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＜出生率回復時期別の人口推移イメージ＞ 



  
    従属人口比率が今後急速に高まる（左図）中、働く意欲や能力があるにもかかわらず、労働市
場から退出・活用されていない者をフル活用し、労働力人口の減少を最小限に食い止めるべき。 
  現在無業で就業希望の女性 668万人、うち育児中（6歳児以下）の女性 170万人 
  現在無業で就業希望の55歳以上の者 91万人 
  介護中の就業希望者 72万人（男性21万人、女性51万人） 
  ニート（15～39歳の若年無業者） 80万人 
 日本女性の読解力、数的思考力は世界トップ（OECD PIAAC）であるが、高学歴女性の就業率  
は国際的に見ても低い（日本の大卒女性の就業率68％、OECD平均79％） 

 

世界一の人口オーナスの克服に向けた労働参加の拡大 
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【当面の重要課題】 
 多様な採用形態や働き方、正規・非正規の格差是正、
年功賃金是正、待機児童解消・学童保育の拡充 

 労働時間の短縮、ワークライフバランスの実現 
 － 長時間労働の半減（男性の15%、女性の5%、特に 
       30代男性で週60時間以上が18%） 

 －WLB実現（男性が平日休日で家事・育児等に使う時間は 
       平均1.3時間（英米独仏平均2.7時間）、仕事8時間（同5.7時間）  

 人材育成・職業訓練の抜本拡充 
 － 再教育・職業訓練：再就職希望の女性、退職を控え 
       た社会人再教育、非正規、無業者等 
 女性が働くことを阻害している制度の是正 
 －税制・社会保険制度がもたらしている１０３万円の壁、 
       １３０万円の壁 
 －上記に連動している家族手当制度の是正（まずは 
        公務員から） 
 

【2020年度までに体系化・実現すべき重要課題】 
 2020年までに女性の役員登用促進 

 上記に係る少子化対策、家族関係等の社会支出の倍
増（現状、英仏独平均ＧＤＰ比3.0％、日本1％（2009年度））
に向け、国民的議論を経て、2020年までの税社会保

障一体改革の中で、抜本的な財源措置を講ずべき 

労働参加と生産性の向上に向けた取組 
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